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くまもとアプリの利活用について
～地域コミュニティ支援と市民公益活動促進～

令和７年８月２８日 中央区地域包括ケアシステム推進会議
熊本市文化市民局市民生活部地域政策課

資料５
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１ くまもとポイント事業の背景と目的

（地域社会のあるべき姿）
互いに支え合う誰もが安心し
て生活できる豊かな社会

（社会的背景）
•少子高齢化に伴う人口減少
•核家族・高齢単身世帯の増加
•集合住宅の普及

（地域社会の現状）
•地域活動の担い手不足
•地域のつながりの希薄化
•地域行事の中断・途絶

ギャップ

（課題）

住民同士が支え合う
「共助」の再構築

✓ 幅広い世代が地元に関心と愛着を持つ。
✓ 地域課題に主体的に関わることで「地域力」を高め
る。

（取組）

「くまもとポイント事業」
✓ 地域の担い手を育てる仕組みづくり
✓ 地域活動への参加を促す「きっかけ」と「情報提供」
✓ 市民主体のまちづくりを支える仕組み

実現
目指す

くまもとポイント事業の背景・目的 ポイント制度によるインセンティブで地域の担い手不足に挑む
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２ くまもとアプリとは

くまもとアプリの概要 令和６年３月リリース 「地域活動の活性化」と「防災DX」を目的としたアプリ

✓ ボランティアミニアプリ

地域活動やボランティア活動を手軽に検索し、アプリから参加申込が
スムーズにできます。

✓ 主催者ミニアプリ（マイナンバーカード連携必須）
くまもとポイント付与対象となる地域活動やボランティア活動の
作成や管理を行うことができます。

✓ ポイントミニアプリ（マイナンバーカード連携必須）
地域活動やボランティア活動への参加実績に応じてくまもとポイント
が付与されます。
ポイントはアプリ内抽選会への応募ができるほか、電子クーポンへの
交換もできます。

✓ 防災ミニアプリ

事前に自分の情報などを登録しておくと、災害時の避難所受付が
スムーズになります。

NEW!!

主な機能 累計ダウンロード数：約２.４万件（令和７年７月末現在）
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３ くまもとポイントとは

くまもとポイントの概要 地域活動やボランティア活動への参加を促進するためのポイント制度

主催団体
・地域団体（町内自治会等）

・NPO団体
・熊本市

活動参加希望者

アプリで
参加者を募集

○○公園の清掃
作業のボランティア
を募集したいな

ボランティア参加者のアプリ上で
ポイントと活動証明書が発行される

主催団体の申請

熊本市の
審査・承認

活動の検索・
申し込み

活動への参加

交換

・抽選会

・電子クーポン

① 地域コミュニティ支援： 町内自治会をはじめとする地域団体が、住民の参加を促す活動に活用
② 市民公益活動促進： NPO団体などによる公益的な活動への参加を後押し
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４ 熊本市の取組におけるくまもとポイント事業

町内自治会への支援

町内自治振興等補助金などの助成 町内自治会運営のガイドライン くまもとポイント事業

✓ 町内自治会の運営を支援するための
補助等を実施

✓ 町内自治会が持続可能に運営される
ことを目的とした運営の手引きを作成

✓ 町内自治会等の地域団体が住民の
参加を促す活動に活用

町内自治会加入促進

✓ 転入者に区役所窓口でチラシを渡した
り、不動産会社と連携した取組を実施

地域担当職員

✓ 小学校校区ごとに市職員を配置し、
まちづくりの支援を実施

各区役所

✓ 自治会と企業、大学との連携促進
など区の特性に応じた支援の実施

市民公益活動の促進

市民公益活動支援基金 熊本市市民活動支援センター 熊本市ボランティア活動保険

くまもとポイント事業

✓ 市民公益活動を支援する拠点施設
✓ 活動団体の登録・相談・助成金情報の
提供・イベント開催などを実施

✓ ボランティア募集情報や活動紹介も充実

✓ 市民が安心してボランティア活動に
参加できるよう、熊本市が保険料を全
額負担

✓ 市民や事業者からの寄附をもとに運営
する、NPO法人やボランティア団体などの
市民公益活動を資金面・運営面で支援する
制度

✓ NPO団体などによる公益的な活動へ
の参加を後押し

■住民の地域活動への参加を促し、地域のつながりを強化
■社会的課題の解決に向けた市民の主体的な関与を後押し
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５ 今年度の重点施策と今後の展望

✓ ポイントを貯める機会の創出

自治会活動や企業のCSR活動など、ポイント付与対象

活動の範囲を拡充や期間限定のポイント付与数アップ

を行う。

ポイント付与対象活動等の多様化施策①

✓ 高校や大学等への働きかけ

高校や大学等に出向き、学生に対してくまもとアプリ

の説明を行い、アプリ利用を促す。

高校生や大学生が多く参加する活動にもポイント付与

を行う。

若年層へのアプリ利用促進施策③

インセンティブの充実施策②

✓ 電子クーポン・抽選会景品等の充実

協賛企業の店舗で利用できる電子クーポンや抽選会

の景品等魅力的なインセンティブとなるよう、協賛営業

や公募を通じて企業の数を増やす。

•利用者層（若年層）の拡大
•ポイント付与対象分野の拡大（健康分野など）
•他自治体への展開可能性の検討
•熊本発の「地域×デジタル×市民協働」モデルの
 確立

今後の展望・・・
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